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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板厚が５μｍ以上４０μｍ以下であって、板厚方向に結晶粒を３個以上有し、再結晶率
が９０％以上１００％以下であり、表層の窒素濃度が１．０質量％以下であることを特徴
とするステンレス箔。
【請求項２】
　表面粗さＲｚが１００ｎｍ以上、且つ板厚の１／１０以下であることを特徴とする請求
項１に記載のステンレス箔。
【請求項３】
　破断伸びが１０％以上であることを特徴とする請求項１または２に記載のステンレス箔
。
【請求項４】
　前記ステンレス箔がフェライト系ステンレス鋼であることを特徴とする請求項１～３の
いずれか１項に記載のステンレス箔。
【請求項５】
　前記ステンレス箔がオーステナイト系ステンレス鋼であることを特徴とする請求項１～
３のいずれか１項に記載のステンレス箔。
【請求項６】
　前記ステンレス箔の少なくとも一方の表面に樹脂フィルムが積層されていることを特徴
とする請求項１～５のいずれか１項に記載の極薄ステンレス箔。
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【請求項７】
　ステンレス鋼板を圧延し、その後最終アニールを施して板厚を５μｍ以上４０μｍ以下
にし、板厚方向に結晶粒を３個以上有し、再結晶率が９０％以上１００％以下であり、表
層の窒素濃度が１．０質量％以下であるステンレス箔の製造方法において、最終アニール
直前の圧延での圧下率がオーステナイト系ステンレス鋼の場合３０％以上であり、フェラ
イト系ステンレス鋼の場合５０％以上であって、最終アニールの雰囲気ガス中の窒素含有
量が０．１体積％以下であり、当該最終アニールの温度が、オーステナイト系ステンレス
鋼の場合９５０℃～１０５０℃であり、フェライト系ステンレス鋼の場合８５０℃～９５
０℃であることを特徴とするステンレス箔の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、厚さ６０μｍ以下のステンレス鋼板（ステンレス箔）に関するものである。
特に、極めて薄い板厚のステンレス鋼においても加工性および耐食性を備えたステンレス
箔に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子機器の小型化、軽量化にともない、電子機器のポータブル化、モバイル化が進展し
、多くの電子機器に搭載するリチウムイオン電池などの電池の小型化、軽量化が求められ
ている。特に、スマートフォンなどの電子機器に要求される電池の小型化、軽量化は、時
代の最先端レベルの仕様を要求されている。
【０００３】
　現在、スマートフォン向けリチウムイオン電池の電池ケースは、アルミニウム薄板の缶
型や樹脂フィルムをラミネートしたアルミニウム箔が使用されている。特に、体積当たり
の容量密度の向上を目的として、樹脂フィルムラミネートアルミ箔が多用されている。最
近では、更なる小型軽量化を目的に、より薄い外装材が求められている。しかし、基材で
あるアルミニウム箔では、薄手化すると製造過程でピンホールが発生しやすくなり、水分
バリヤ性が確保できない、また薄手化により突き刺し強度や剛性が低下し、外部からの衝
撃や電池の内部膨張に対する強度を確保できないといった課題があった。そのためアルミ
ニウム箔では、更なる小型化に対し限界が見えてきた。
【０００４】
　そこで、アルミニウムより強度や剛性が高いステンレス箔（ステンレス鋼の極薄厚の薄
板）が注目されてきた。しかし、ステンレス鋼はアルミニウムに比べ比重が高いため、板
厚の極めて薄いステンレス箔が求められている。電池ケース用に用いる場合、厚さ６０μ
ｍ以下の極薄ステンレス箔にしなければ、現在の電子機器から求められる電池ケースには
適用できない。
【０００５】
　極薄のステンレス箔としては、特許文献１に厚さ２５μｍ以下のステンレス箔が開示さ
れている。極薄ステンレス箔になると、エッチング端面から圧延方向に割れを伴うボイド
が発生する。特許文献１は、これを解消するため５μｍ以上の介在物の個数を制限した発
明が開示されている。
【０００６】
　また、ステンレス箔を電池用ケースに適用した例として特許文献２～４がある。特許文
献２には厚さ２０～１００μｍのステンレス箔を、特許文献３には厚さ１００μｍのステ
ンレス箔を、特許文献４には厚さ４０～１５０μｍのステンレス箔をそれぞれプレス加工
して電池用外装材とした例が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－２７３５８６号公報
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【特許文献２】特開２００４－５２１００号公報
【特許文献３】特開２０１３－４１７８８号公報
【特許文献４】特開２０１２－９２３６１号公報
【特許文献５】特開２００７－１６８１８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　通常、極薄のステンレス箔は、HDD（Hard Disk Drive）用のヘッド・サスペンションに
用いられるバネ用などのように、打ち抜き加工やエッチング加工されるものが多い。特許
文献１の技術は、こうしたエッチング加工時に発生する技術課題を解決するものである。
【０００９】
　しかし、電池ケースの場合は、プレス加工（深絞り加工）をするため、そのプレス成形
性が要求される。通常の厚さ１００μｍ以上のステンレス箔では、加工性を改善するため
に最終工程で１０００℃程度のアニール処理を行い、内部転位密度を低下させ、破断伸び
性を確保している。しかしながら、ステンレス箔の厚さが６０μｍ以下になると、塑性変
形性が著しく低下し、プレス成形性（絞り加工性）が悪化する。本願発明者らが鋭意検討
した結果、これは、従来のアニール処理を厚さが６０μｍ以下のステンレス箔に施すと、
ステンレス箔内の結晶粒の粗大化が加速することで、板厚方向で結晶粒の数が１～２個程
度になってしまうためであることを見出した。
【００１０】
　特許文献２には、厚さ２０～１００μｍのステンレス箔をプレス加工して電池ケースに
適用した例が記載されている。しかし、当時の技術水準では、厚さ６０μｍを下回るよう
な極薄ステンレス箔のプレス成形性についての課題認識がなく、問題点の把握ができてい
なかった。特に電池ケースに加工する際のプレス加工性（塑性変形能）や、電池ケースの
コーナー部において樹脂皮膜が剥離するという問題があった。樹脂剥離が局所的なもので
あっても生じたまま電池ケースとして用いてしまうと、電解液と長時間接触する間に当該
部位を起点に樹脂の剥離がさらに進行してしまい、電池ケースとしての機能に障害を生じ
る。
【００１１】
　特許文献３にも、厚さ１００μｍのステンレス箔の電池ケースへの適用例が記載されて
いる。しかし、厚さ１００μｍのステンレス箔では、上記のようなプレス成形性に関する
問題は生じないし、仮に生じているとしても、特許文献３では課題認識がされていないた
め、なんら解決手段が提案されていない。
【００１２】
　特許文献４には、厚さ４０～１５０μｍのステンレス箔を電池外装材に適用した例が記
載されている。特許文献４の技術は、ステンレス箔の表層を窒化してプレス加工時の加工
誘起マルテンサイトの生成を抑えている。これにより、ステンレス箔と樹脂の熱融着部の
耐剥離性の確保とプレス加工後の樹脂の白化の抑制ができると説明している。さらに、加
工誘起マルテンサイト変態によって形成される表面凹凸が抑制されて表面の平滑性が維持
されるため、プレス加工性が良好になると説明している。しかし、ステンレス箔の表層を
窒化すると、その部分が硬化するため、プレス加工時に切れ（割れ）が発生しやすいこと
が分かった。特に、ステンレス箔の板厚が６０μｍ以下の極薄になると、表層窒化による
硬化部分の影響が相対的に大きくなり無視できなくなる。すなわち、表層窒化した極薄ス
テンレス箔をプレス加工すると、表面に割れが発生し、十分なプレス成形性が得られてお
らず、依然として課題が残っている。
　実際、特許文献４では、ほとんどの実施例の板厚が１００μｍであるので、板厚６０μ
ｍ以下のステンレス箔に顕著になる前記問題認識がされていない。板厚４０μｍの実施例
が１例あるにすぎず成形性が悪化しているものの許容範囲と説明している。さらに、それ
より薄い板厚の実施例はないことから、特許文献４に記載の技術は、６０μｍ以下の極薄
ステンレス箔には適用できない。
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【００１３】
　本願発明者らが鋭意検討した結果、厚さ６０μｍ以下のステンレス箔（以下、本明細書
において特に断りのない限り「極薄ステンレス箔」という。）においては、前述したよう
に、板厚方向で結晶粒が１～２個程度となってしまうことが、塑性変形能を低下させるこ
と、つまりプレス加工性を悪化させる原因となっていることを見出した。このことは、厚
さ６０μｍ以下になって初めて顕在化したものであり、６０μｍより厚いステンレス箔で
は問題になっていなかった。即ち、従来の厚みでは、破断伸びと板厚精度を充分な程度に
確保するために、比較的高めの温度でアニール（焼鈍処理）していたので、必然的に結晶
粒が粗大化する。そのような状況でも箔の厚みが大きいために厚み方向に一定数以上の結
晶粒が存在することになり、塑性変形能の劣化に影響を及ぼさなかったためである。
【００１４】
　さらに、板厚が薄い場合でも、上述の結晶粒数を確保しつつ表層を窒化させないことで
プレス成形性を向上できることを見出した。これは、板厚が薄いほど、窒化した際の表面
の硬化の影響が大きくなり、プレス加工時の切れを誘発してしまうためである。
【００１５】
　一方、結晶粒の粗大化を抑制する目的で低めの温度でアニール処理すると、転位密度を
下げることができず、破断伸びを確保することができない上、板厚精度も悪化する。
　また、特許文献４のように、結晶粒の微細化や表面凹凸の緩和のために表層窒化しても
、板厚６０μｍ以下になると、表層窒化に起因した前述した問題が顕在化してくる。
【００１６】
　そこで、本発明は、厚さ６０μｍ以下の極薄ステンレス箔であっても高い板厚精度を確
保し、塑性変形能と破断伸びを同時に確保すること、つまり良好なプレス加工性（深絞り
加工性）を確保することを課題とする。具体的な指標として、極薄ステンレス箔になると
表面粗さが板厚精度に影響することから、板厚精度を確保するために表面粗さＲｚを板厚
の１／１０に抑制することを課題にする。また、破断伸びは、従来のステンレス箔レベル
である１０％以上を確保することを課題とする。塑性変形能についても、従来のステンレ
ス箔と同等レベルを確保することを課題とする。
【００１７】
　また、電池ケースにした際に、良好な耐電解液性（電解液に長時間接触させても樹脂皮
膜が剥離しないこと）を確保することを課題とする。
　なお、厚さの下限は特に限定する必要はないが、現実的な圧延での厚さの限界は５μｍ
程度であることから、本発明の対象とする極薄ステンレス箔の厚さを５～６０μｍとする
。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　上記課題を解決するために、本発明者らは鋭意検討を行い、以下の知見を得た。
（ア）板厚方向の結晶粒の数を３個以上確保することにより、塑性変形能が確保されるこ
と。さらには、結晶粒は微細化した方がよく、板厚に応じて板厚方向の結晶粒数の下限を
決定するとよいこと。
【００１９】
（イ）結晶粒の数を３個以上確保するためには、圧延時に強圧下して核生成サイトとなる
転位を増やし、その後アニールを行えばよいこと。
【００２０】
（ウ）破断伸びを１０％以上確保するためには、転位密度に応じた高温でアニールを行い
、再結晶率を９０％以上にすることにより達成することができること。さらに、表面硬化
による切れ（割れ）を抑制するために、表層の窒化を極力抑制することが重要であること
。
【００２１】
（エ）上記の塑性変形能と破断伸びを同時に確保すれば、表面粗さ（Ｒｚ（ＪＩＳ　Ｂ　
０６０１：２００１））は１００ｎｍ～板厚の１／１０以下という高い板厚精度も同時に
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確保できること。
【００２２】
（オ）板厚方向の結晶粒の数を３個以上確保し、さらに表層の窒素濃度を１．０質量％以
下とすることにより、耐電解液性も確保できること。つまり、耐電解液性を向上するには
、プレス加工後のコーナー部でのステンレス箔表面の肌荒れを抑制し、樹脂皮膜との密着
性を保つことが重要であること。
【００２３】
　本発明は、これら知見に基づき成されたものであり、その要旨とするところは以下のと
おりである。
　（１）板厚が５～４０μｍであって、板厚方向に結晶粒が３個以上有し、再結晶率が９
０％以上１００％以下であり、表層の窒素濃度が１．０質量％以下であることを特徴とす
るステンレス箔。
　（２）表面粗さＲｚが１００ｎｍ以上、かつ板厚の１／１０以下であることを特徴とす
る（１）に記載のステンレス箔。
　（３）前記ステンレス箔の破断伸びが１０％以上であることを特徴とする（１）または
（２）に記載のステンレス箔。
　（４）前記ステンレス箔がフェライト系ステンレス鋼であることを特徴とする（１）～
（３）に記載のステンレス箔。
　（５）前記ステンレス箔がオーステナイト系ステンレス鋼であることを特徴とする（１
）～（３）に記載のステンレス箔。
　（６）前記ステンレス箔の少なくとも一方の表面に樹脂フィルムが積層されていること
を特徴とする（１）～（５）のいずれか一つに記載のステンレス箔。
　（７）ステンレス鋼板を圧延し、その後アニールを施して板厚５～４０μｍにし、板厚
方向に結晶粒を３個以上有し、再結晶率が９０％以上１００％以下であり、表層の窒素濃
度が１．０質量％以下であるステンレス箔の製造方法において、最終アニール直前の圧延
での圧下率がオーステナイト系ステンレス鋼の場合３０％以上であり、フェライト系ステ
ンレス鋼の場合５０％以上であって、最終アニールの雰囲気ガス中の窒素含有量が０．１
体積％以下であり、当該最終アニールの温度が、オーステナイト系ステンレス鋼の場合９
５０℃～１０５０℃であり、フェライト系ステンレス鋼の場合８５０℃～９５０℃である
ことを特徴とするステンレス箔の製造方法。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明に係る厚さ６０μｍ以下の極薄ステンレス箔は、高い板厚精度を確保し、塑性変
形能と破断伸びを同時に確保すること、つまり良好なプレス加工性（深絞り加工性）を確
保することができる。さらに、電池ケースに加工した際の良好な耐電解液性を確保するこ
とができる。これらにより、小型軽量化を指向するリチウムイオン電池などの電池ケース
などへ適用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明について、以下に詳細に説明する。なお、特に断りのない限りオーステナイト系
ステンレス鋼を例として説明する。
［板厚が５～６０μｍ］
　本発明に係るステンレス箔は、板厚が５～６０μｍのものを対象とする。６０μｍ以下
であると、前述したように結晶粒起因の問題点が顕在化するからである。これらの問題点
は板厚が薄くなればなるほど顕著になること、さらには電池ケースなどの薄厚化に貢献で
きることから、対象板厚の上限を薄厚化の方向へ限定してもよい。即ち、好ましくは５０
μｍ以下、さらに好ましくは４０μｍ以下、より好ましくは３０μｍ以下に限定してもよ
い。また、板厚の下限は特に限定しないが、製造技術の限界を考慮すると板厚５μｍを下
限としてもよい。板厚５μｍであっても、本発明による効果は享受できる。
【００２６】
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［板厚方向に結晶粒が３個以上］
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、板厚方向に結晶粒が３個以上存在する。板厚方向の
結晶粒数は、板厚方向の任意の断面において、結晶粒径をＪＩＳ　Ｇ　０５５１に準拠し
て測定して平均結晶粒径を算出し、板厚を平均結晶粒径で割り算し、その商をもって板厚
方向の結晶粒数とすることができる。なお、結晶粒が等軸粒である場合は、板厚方向に直
交する面において測定し、平均結晶粒径を算出してもよい。
　もしくは、任意の断面内で板厚方向に任意の直線を３本以上引き、それらの直線が横断
する結晶粒の個数を数え、それらを算術平均して求める。その際、結晶粒が表面に接して
いる場合は、０．５個としてカウントする。また、直線が結晶粒界に沿った場合は、結晶
粒界を構成する複数の結晶をそれぞれカウントすることもできる。但し、ステンレス箔の
幅方向の両端部はアニールによる影響が出易いので、結晶粒数の測定には適さない。その
ため、ステンレス箔の幅方向の両端部を除外して、板厚方向に任意の直線を引き、結晶粒
数を測定することが望ましい。例えば、ステンレス箔の幅方向の中央（片端から１／２幅
の位置）および両端と中央の中間（片端から１／４幅と３／４幅の２つの位置）の３か所
で結晶粒の個数を数え、それらを算術平均することにより、当該ステンレス箔の板厚方向
の結晶粒数を評価することができる。
【００２７】
　このようにして求めた結晶粒数が３個以上であればよい。
　個々の結晶粒が任意の形に塑性変形するには、von Misesの条件を満たし、複数のすべ
り系が多重すべりを起こす必要がある。しかし、板厚方向の結晶粒数が少ないと、変形方
向に対してvon Misesの条件を満たさない方位の結晶粒（変形能に劣る結晶粒）が、厚さ
方向に並ぶ確率が高くなる。そうすると、プレス加工時にそれらの結晶粒が箔全体の変形
に追従できないため、破断の起点となってしまう。一方、板厚方向に結晶粒が３個以上存
在すれば、仮に変形能に劣る結晶粒が存在しても、周囲の結晶粒が任意の形に変形して箔
全体としての変形を維持できるため、結果として塑性変形能が向上する。
【００２８】
　さらに検討を重ねたところ、板厚方向の結晶粒数を鋼種や板厚に応じて決定すると、塑
性変形能をより確保できることを見出した。オーステナイト系ステンレス鋼は、フェライ
ト系ステンレス鋼に比べて加工硬化し易いため、変形抵抗が大きい。また、板厚が厚いほ
ど変形抵抗が大きくなる。そのため、塑性変形能を確保する観点から、オーステナイト系
ステンレス鋼の方が結晶粒数を多く、また板厚が厚くなるほど結晶粒数を多くするとよい
。
【００２９】
　オーステナイト系ステンレス鋼の場合、板厚が１５μｍ以上の場合は板厚方向の結晶粒
数は５個以上が好ましく、特に板厚が４０μｍ以上の場合は１０個以上がより好ましい。
一方、フェライト系ステンレス鋼の場合も、同様な理由で、板厚が１５μｍ以上の場合は
４個以上が好ましく、特に４０μｍ以上の場合は５個以上がより好ましい。これにより塑
性変形能を更に向上させることができる。
　板厚が１５μｍ以下の極薄ステンレス箔の場合は、鋼種や板厚による板厚方向の結晶粒
数への影響は無視できる程度になる。
【００３０】
　結晶粒数の上限は特に限定しない。極薄ステンレス箔の板厚により、板厚方向の結晶粒
数は変化するからである。
　結晶粒数が３個以上であれば、結晶粒の大きさ（ＪＩＳ　Ｇ　００５１に準拠する結晶
粒径（以下、本明細書では特に断りのない限り「結晶粒径」という。））は特に限定しな
い。上述の多重すべりは、結晶粒の大きさではなく、厚み方向の結晶粒の数で決まるから
である。
【００３１】
［再結晶率が９０％以上１００％以下］
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、塑性変形能を確保するため結晶粒を微細化する必要
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があるが、それだけでは前述の課題を解決できない。更に破断伸び性を確保するために転
位密度を適正なレベルに調整する必要がある。具体的には、圧延後の組織は加工を受ける
ことにより、転位などの格子欠陥が蓄積しているため、結晶粒は微細であっても転位密度
が高い。そのため、熱処理により再結晶させ、低転位密度にすると同時に、結晶粒の粗大
化を抑制しなければならない。そのため、熱処理条件を材料に応じて適正に制御する必要
がある。即ち、再結晶組織が転位密度を駆動力として形成されるために、再結晶粒内の転
位密度を小さくすることを利用しつつ、再結晶組織の粗大化を抑制することで、塑性変形
能を確保しつつ、破断伸び性も確保するものである。尚、転位密度には、エッチピット法
などの測定方法があるが、測定条件等に影響されるため定量的な測定は難しい。直接転位
密度を測定することもできるが、観察視野によるためバラツキが大きい。そこで、本発明
者らは、再結晶率を測定することにより、適正な熱処理がなされたかどうかを把握できる
ことを見出した。
【００３２】
　再結晶率は(再結晶した結晶の面積)／(観察面積)により算出できる。「再結晶した結晶
の面積」は、光学顕微鏡下で極薄ステンレス箔の任意断面を観察することにより得ること
ができる。あるいは、X線解析によりγ(220)ピークまたはα(211)ピークの半価幅を求め
、半価幅が0.20deg.以下であれば再結晶率90%以上、0.15deg.以下であれば再結晶率95%以
上、0.10deg.以下であれば再結晶率100%とみなし再結晶率を得ることもできる。
【００３３】
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、再結晶率が９０％以上あればよい。再結晶率が９０
％以上あれば、余分な転位をなくすことができる上に、必要な結晶粒数を確保することが
できる。好ましくは、再結晶率は９５％以上あるとよい。再結晶率が９５％以上であれば
、板厚が薄くても、プレス加工性（塑性変形能）を向上させ、かつ表面粗度も改善される
からである。再結晶率の上限は１００％であってよい。板厚方向の結晶粒数が規定の数だ
け確保されていれば、全体が再結晶していても問題はない。
【００３４】
[表層の窒素濃度]
　前述したように、ステンレス箔の表面を窒化すると、板厚が薄くなったときにいろいろ
な問題点が顕在化する。したがって、ステンレス箔の表層は窒化していないことが望まし
く、表層の窒素濃度を１．０質量％以下にするとよい。ここで、表層とはオージェ電子分
光法による測定において、酸素濃度がピーク値の半分となる厚さのこととし、窒素濃度は
、表層における平均の濃度とする。
【００３５】
　再度繰り返して説明するが、ステンレス箔の表層が窒化している場合、プレス加工した
際に表層が窒化により硬くなっていることで切れの起点なってしまうため、プレス成形性
が低下してしまう。これは、板厚が６０μｍ以下と薄いことで、相対的に表面の影響が大
きくなるために顕著となる課題である。窒素濃度を上述の範囲とすることで、表層の切れ
（クラック）を生じずに変形できるため、厚さ方向の結晶粒数が３個以上であれば、良好
なプレス成形性が得られる。そのため、ステンレス箔表層に窒素濃化しないほうがよく、
表層の窒素濃度は１．０質量％以下にするとよい。表層の窒素濃度の下限は特に限定する
必要はない。下限は、ステンレス箔全体で評価する窒素含有量と同等になる。即ち、一般
的なＳＵＳ３０４やＳＵＳ４３０などの窒素を含まない鋼種の場合は不可避的不純物とし
ての窒素含有量レベルが下限になる。
　ステンレス箔の表層の窒素濃度を１質量％以下にするには、アニール雰囲気中の窒素濃
度を０．１体積％以下にすることで制御できる。
【００３６】
［表面粗さＲｚが１００ｎｍ以上かつ板厚の１／１０以下］
　上記板厚方向の結晶粒数および再結晶率を確保するために、強圧下率で圧延し、比較的
高温で最終アニールを施す。それらのプロセスを経ることにより、表面粗さＲｚは、光沢
のある通常品でも１０００ｎｍ以下に、表面に光沢のないダル仕上げ品であっても６００
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０ｎｍ以下となることが確認できた。尚、Ｒｚとは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：　２００１
で規定されているように、もっとも凹な部分ともっとも凸な部分との厚み方向の差で表現
される。いうまでもなく、表面粗さの上限は低ければ低いほどよいが、実際のプロセス条
件に依存する。本発明に係る極薄ステンレス箔表面粗さＲｚは、板厚の１／１０以下に仕
上げることができる。表面粗さＲｚが板厚の１／１０以下であれば、安定したプレス加工
性（塑性変形能）が確保できる。
　表面粗さＲｚの下限は特に限定されない。しかし、表面粗さＲｚを０ｎｍにすることは
現実的ではないことから、現実的に得られる最小値である１００ｎｍを下限としてもよい
。
【００３７】
　一般に、極薄ステンレス箔をアニールする際に、ステンレス箔に塑性変形能がなければ
アニール中のロール通板により、よれの発生や破断が生じ、板の損傷につながる。また、
ステンレス箔の破断伸びが大きくなければ表面の凹凸を平滑化することが難しくなる。し
たがって、圧延圧下率、最終アニール温度が、表面粗さに影響してくる。
【００３８】
　本発明では強圧下圧延した後に、転位密度に合った比較的高温でアニールすれば、結晶
粒の微細化によって板厚方向に塑性変形しやすくなる上に、高伸び化によって板の損傷が
回避でき、その結果、高い板厚精度が確保できると推定する。
【００３９】
　一方、強圧下圧延したとしても、その後に比較的低めの温度でアニールすると、結晶粒
は微細化できても、転位密度を充分には低減できない。そのため、破断伸びが１０%未満
となってしまうので、表面の凹凸を平滑化しにくくなり、表面粗さＲｚ６０００ｎｍ以下
を確保することはできない。
【００４０】
　また、強圧下圧延せずに比較的高温でアニールを施すと、再結晶の核生成サイトが充分
には得られていない状況でアニールするため、結晶粒径が粗大化し、板厚方向で結晶粒の
数が２個程度となってしまう。そのため、板厚方向で塑性変形がしにくくなってしまうの
で、アニール中にロール通板により、よれの発生や破断などが生じる。
【００４１】
　また、強圧下圧延せずに、さらに比較的低温でアニールすると、上述の理由と同様に板
厚方向で塑性変形しにくくなる上に、破断伸びが１０％未満となってしまう。そのため、
アニール工程中のロール通板により、よれの発生や破断が生じる上に、極薄ステンレス箔
表面の凹凸を平滑化することが難しくなる。
【００４２】
［破断伸びが１０％以上］
　破断伸びは加工性の総合指標であって、塑性変形能と転位密度に関係する。転位密度は
アニール温度に密接に関係するため、最終アニール温度が９５０℃以上であれば、破断伸
びは１０％以上を確保できる。さらに、本発明に係る極薄ステンレス箔は、塑性変形能も
確保しているため、さらに破断伸び性は良好であることが確認された。
【００４３】
　破断伸びはアニール温度への依存性が強いため、本発明に係る極薄ステンレス箔の破断
伸び率は、アニール温度が９５０℃の場合は１０％以上を、アニール温度が１０５０℃の
ときは２０％以上を確保できることを確認した。
【００４４】
　破断伸びは大きければ大きいほど好ましく、その上限は特に限定されない。現実的な破
断伸びの最大値は５０％程度であるので、それを上限としてもよい。
【００４５】
［ステンレス鋼の材質］
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、ステンレス鋼であれば、その材質は特に問わない。
ＳＵＳ３０４などのオースナイト系であってもよいし、ＳＵＳ４３０などのフェライト系
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、であってもよい。ただ、フェライト系ステンレス鋼の場合、オーステナイト系に比較し
てアニールの適性温度が約１００℃低くなる。その点を考慮し、本発明に係る極薄ステン
レス箔の製造方法によれば、オーステナイト系であってもフェライト系であっても所定の
特性を得ることができることを確認した。
【００４６】
［ラミネート］
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、通常のラミネートステンレス箔と同様に、その表面
に樹脂フィルムを積層（ラミネート）し、ラミネート極薄ステンレス箔にしてもよい。樹
脂フィルムを積層することにより、電解液中での耐食性を向上させることができ、リチウ
ムイオン電池をはじめとする電池ケースへの適用性をいっそう高めることができる。
　樹脂フィルムの積層は、ステンレス箔の両表面に施してもよいし、どちらか一方の表面
に施してもよい。
【００４７】
　ステンレス箔と樹脂の剥離強度については、ステンレス箔の表面に適切な厚さのクロメ
ート処理層を設けることで、必要な性能が得られる。例えば、特許文献５にはステンレス
箔の少なくとも一方の面に厚さ２～２００ｎｍのクロメート処理層を設け、その表面に極
性を持つ官能基を含有するポリオレフィン系樹脂を積層する技術が開示されている。
　また、プレス加工後の樹脂の白化については、樹脂の設計を最適化することで防止でき
る。具体的には、熱ラミネート後の樹脂が非晶質となるようにすれば良く、そのためには
熱ラミネート時の冷却速度を速くすればよい。例えば１２０℃～８０℃の範囲の冷却速度
を２０℃／ｓ以上とすればよい。
【００４８】
［製造方法］
　次に本発明に係る極薄ステンレス箔の製造方法について説明する。
　本発明に係る極薄ステンレス箔の製造工程は、通常のステンレス箔の製造工程と概ね同
じである。即ち、ステンレス鋼帯を箔圧延し、その後表面洗浄をし、最終アニールを行い
、必要に応じて調質圧延（テンションレベラー）を行い、製品となる。なお、箔圧延に供
する素材のステンレス鋼帯の板厚に応じて、箔圧延工程を複数回に分け（多段圧延）、各
箔圧延工程の間に中間アニールを行ってもよい。しかし、本発明に係る極薄ステンレス箔
を得るためには、前述したように、最終箔圧延での圧下率および最終アニールでの温度を
制御が重要である。
【００４９】
［圧下率］
　箔圧延において、強圧下圧延を行うことにより、ステンレス鋼中に再結晶の核生成サイ
トとなる転位を導入することができる。圧下率が高ければ高いほど、導入される転位は増
加する。転位密度は、このあとに施すアニールと合せて制御される。したがって２回以上
の箔圧延を行なう場合は最終の箔圧延、つまり最終アニール直前の箔圧延を強圧下で行う
とよい。
【００５０】
　フェライト系ステンレス鋼の場合、オーステナイト系ステンレス鋼と比べて加工硬化し
にくい、すなわち、転位密度を増加させにくいため、より強圧下する必要があり、圧下率
は５０％以上にするとよい。また、できれば６０％以上とすることが望ましく、７０％以
上がより望ましい。
【００５１】
　圧延による導入される転位の程度は、鋼種によって異なる。例えば、フェライト系ステ
ンレス鋼の場合は、オーステナイト系ステンレス鋼と比べて加工硬化しにくく、転位密度
を増加させにくいため、より強圧下する必要がある。そのため、最終アニール前の箔圧延
での圧下率は５０％以上にするとよい。転位密度を確保する観点から、好ましくは６０％
以上にするとよく、さらに好ましくは７０％以上にするとよい。
【００５２】
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　一方、オーステナイト系ステンレス鋼の場合、フェライト系ステンレス鋼ほど圧下率を
高くする必要はなく、最終アニール前の箔圧延での圧下率は３０％以上にするとよい。転
位密度を確保する観点から、好ましくは４０％以上にするとよく、さらに好ましくは４５
％以上にするとよい。
【００５３】
　なお、圧下率は以下の式で定義される。
　圧下率＝（圧延前板厚－圧延後板厚）／（圧延前板厚）
【００５４】
　箔圧延では、板厚を減じることはもちろんのこと、転位を導入することも目的となるた
め、特に圧下率の上限は限定しない。しかしながら、理論的に圧下率１００％はあり得な
いので、現実的な圧下率の上限は９５％程度である。
　圧下率の下限は、極薄ステンレス箔の最終板厚にもよるが、できれば４０％以上とする
ことが望ましく、４５％以上がより望ましい。
【００５５】
　複数回に分けて箔圧延をする場合、中間での箔圧延とそれに続く中間アニールでも材料
の造り込みを行うとよい。この場合も考え方は最終箔圧延と同じである。即ち、各箔圧延
での圧下率を３０％以上にするとよい。但し、前述したように最終アニール直前の箔圧延
が一番効いてくるため、最終箔圧延の圧下率を、他の箔圧延の圧下率より高く設定すると
よい。
【００５６】
［アニール温度］
　箔圧延後のアニール（最終アニール）は、転位密度を減少させ、再結晶させるための重
要な役割を担う。本発明に係る極薄ステンレス箔に関しては、前述したように、転位密度
を調整し塑性変形能と破断伸び性を同時に確保することを目的としている。
【００５７】
　本発明に係る極薄ステンレス箔の場合、オーステナイト系ステンレス鋼であれば、アニ
ール温度を９５０℃以上、１０５０℃以下にするとよい。９５０℃以下では、転位密度が
減少しないため、破断伸び性を確保することができない。一方、１０５０℃を超えると結
晶が粗大化し、板厚方向の結晶粒数が減少し、塑性変形能を得ることができない。破断伸
び性を確保し、プレス加工性（塑性変形能）もよくするには、アニール温度の下限は９５
０℃より若干高い方がよくなる傾向にあるので、望ましくは９６０℃、さらに望ましくは
９７０℃にするとよい。
【００５８】
　アニール温度の上限も、結晶の粗大化を抑制する観点から、１０５０℃よりは若干低く
、１０４０℃とすることが望ましく、さらに望ましくは１０３０℃にするとよい。
　同様に、フェライト系ステンレス鋼であれば、アニール温度を８５０℃以上、９５０℃
以下にするとよい。８５０℃以下では、転位密度が減少しないため、破断伸び性を確保す
ることができない。一方、９５０℃を超えると結晶が粗大化し、板厚方向の結晶粒数が減
少し、塑性変形能を得ることができない。破断伸び性を確保し、プレス加工性（塑性変形
能）もよくするには、アニール温度の下限は８５０℃より若干高い方がよくなる傾向にあ
るので、望ましくは８６０℃、さらに望ましくは８７０℃にするとよい。
　アニール温度の上限も、結晶の粗大化を抑制する観点から、９５０℃よりは若干低く、
９４０℃とすることが望ましく、さらに望ましくは９３０℃にするとよい。
【００５９】
［アニール保定時間］
　ステンレス箔を上述のアニール温度で保定する時間は、３秒以上３０秒以下にするとよ
い。３秒未満では、熱処理が不十分となり再結晶が十分に進まず、再結晶率を得られない
。一方、３０秒を超えると再結晶粒が粗大化し、板厚方向の結晶粒数が減少するため、十
分な塑性変形能を得ることができない。
【００６０】
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［アニール雰囲気］
　アニール雰囲気は、ステンレス箔の表面が窒化しないように、水素またはアルゴンなど
の希ガス雰囲気にする。なお、アニール雰囲気中に窒素は全く含まれないことが望ましい
が、大気中から不可避で混入する窒素はある程度許容できる。表面層の窒素濃度を１．０
質量％以下にするためには、アニール雰囲気中の窒素濃度が０．１体積％以下であればよ
い。
【００６１】
［中間アニール］
　複数回の箔圧延工程とする場合、中間アニールの条件については特に定めないが、最終
アニールと同様にオーステナイト系の場合は９５０℃以上１０５０℃以下、フェライト系
の場合は８５０℃以上９５０℃以下が望ましい。結晶粒界も再結晶の核となり、箔圧延前
に多く導入されていることが望ましいので、上述の温度範囲とすることで再結晶粒の粗大
化を抑制することが望ましい。
【実施例】
【００６２】
［実施例］
　本発明に係る極薄ステンレス箔の実施例として、市販のＳＵＳ３０４（オーステナイト
系ステンレス鋼）並びにＳＵＳ４３０（フェライト系ステンレス鋼）を表１記載の圧延条
件のもとで箔圧延機によって圧延することで表１に記載の厚みを有する極薄ステンレス箔
を製造した。
【００６３】
　ここで、冷間圧延圧下率は最終アニール直前の箔圧延工程における圧下率を、仕上アニ
ール温度は圧延工程完了後に施す最終アニール工程における温度を、保定時間は仕上アニ
ール温度でステンレス箔を保定する時間をそれぞれ示す。
　アニール雰囲気は、０．１体積％―窒素９９．９体積％水素混合ガスもしくは２５体積
％窒素－７５体積％水素混合ガスとした。
【００６４】
　再結晶率は、圧延方向断面を観察面とし鏡面研磨、エッチングして観察し全板厚×一定
幅の範囲で再結晶した結晶粒の面積を求め、 (再結晶した結晶の面積)／(観察面積)を計
算することで得た。
【００６５】
　表層の窒素濃度は、オージェ電子分光法（AES）により測定した。ステンレス箔表面か
ら３０ｎｍの深さまでを測定し、酸素濃度がピーク値の半分の濃度となる深さまでの平均
の窒素濃度を、表層の窒素濃度とした。
【００６６】
　板厚方向の結晶粒数は、試験片を板厚方向に切り出し、断面研磨した後にエッチングを
施してから顕微鏡で観察した後、結晶粒径をＪＩＳ　Ｇ　０５５１に準拠して測定して平
均結晶粒径を算出し、板厚を平均結晶粒径で割り算した際の商とした。
【００６７】
　破断伸びは、製造したステンレス箔からＪＩＳ１３号Ｂ試験片を切り出し、ＪＩＳ　Ｚ
　２２４１に準拠した試験法で引張試験を行うことで評価した。板厚精度については、市
販の触針式表面粗さ測定器によってＪＩＳ　Ｂ　０６０１に準じて最大高さＲｚを評価し
た。
【００６８】
　また、仕上アニール（最終アニール）後のステンレス箔を用いて、その片面に１０ｎｍ
のクロメート処理層を設けた上にポリプロピレンフィルムをラミネートし、もう一方の面
にはポリエステルフィルムまたはナイロンフィルムをラミネートした約１００ｍｍ角のサ
ンプルを作製した。これらのサンプルの中央に縦４０ｍｍ×横３０ｍｍのポンチでクリア
ランス０．３ｍｍの条件でプレス成形を行い、シワやクラックが発生しない最大の深さを
評価した。評価結果を表１に示す。
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　表１に示すとおり、本発明に係る極薄ステンレス箔の実施例は、ことごとく成形深さが
４ｍｍ以上確保された。また、破断伸びも１０％以上を確保できた。
　さらに、表面粗さＲｚも、本発明の実施例は、高々０．８μｍ（８００ｎｍ）であり、
非常に高い板厚精度を確保できることが分かった。
【００６９】
　一方で比較例２～５は最終アニール温度が高く結晶粗大化を招いたため、プレス加工（
深絞り加工）において「切れ」が発生した。特に比較例２，３は圧下率も低く、転位の導
入が不十分であり、再結晶の核生成サイトが不足したことも重なり、板厚方向の結晶粒数
が少なかったことが原因と考える。
　比較例６～１０は、最終アニール温度が低く、再結晶化が進まなかったため、破断伸び
が極端に小さくなった。
　比較例１１、１６は、アニール雰囲気に窒素が０．１体積％以上含まれていたため、表
層の窒素濃度が１質量％を超えてしまい、十分な成形深さが得られなかった。
　参考例１、１２は、板厚１００μｍのステンレス箔の例である。参考例１は、比較的高
いアニール温度であるが、板厚が厚く再結晶化が進まなかったものである。しかしながら
、板厚が厚いため断面の結晶粒数が９個あり、破断伸びも成形深さもある程度確保された
ものである。参考例１１は、再結晶化率が１００％であることから、破断伸びも成形深さ
も非常に良好であった例である。このように、従来のステンレス箔のように板厚が厚い場
合は、破断伸び性が良好となり、塑性変形能が確保されるため、本発明の課題は顕在化し
ないことがわかる。
【００７０】
　なお、実施例２０～２９および比較例１３～１６はＳＵＳ４３０による例である。ＳＵ
Ｓ３０４とＳＵＳ４３０との対比において、適正なアニール温度範囲を除けば、その特性
において特に大きな差異はないことが確認された。
【００７１】
　また、耐電解液性について、表１－１及び表１－２のうち一部のステンレス箔について
実施した。まず、ステンレス箔の片側の面に厚さ２０ｎｍのクロメート処理層を設けた上
にポリプロピレンフィルムをラミネートし、さらにステンレス箔のもう一方の面にポリエ
チレンテレフタラートフィルムをラミネートした１００ｍｍ角のサンプルを作製した。そ
の中央に、縦４０ｍｍ×横３０ｍｍのポンチでクリアランス０．３ｍｍの条件で、ポリプ
ロピレンフィルム面がポンチ側となる向きで、表１－１又は表１－２に記載の成形深さへ
プレス加工した。このようにして電池ケースの形状としたサンプルを電解液に浸漬し、８
５℃で１６８時間保持した。なお、電解液は、エチレンカーボネート、ジメチルカーボネ
ート、ジエチルカーボネートを１：１：１で混合した溶媒で六フッ化リン酸リチウム（Ｌ
ｉＰＦ６）を１ｍｏｌ／Ｌの濃度に希釈した後に、１０００ｐｐｍの水を添加して劣化さ
せたものを用いることで加速試験した。その後、ダイＲ部のポリプロピレンフィルム側の
剥離の有無を目視で評価した。評価結果は、剥離が見つからなかった場合は「○」、剥離
が確認された場合は「×」、耐電解液性の評価を行っていないものは「-」として表１－
１及び表１－２に示す。
【００７２】
　なお、本発明に係る極薄ステンレス箔の製造方法は、特に前記したプロセスに限定され
るものではない。本発明において限定した要件を満足した極薄ステンレス箔であれば、本
発明の範囲に入り、本発明の効果を奏することは言うまでもない。
【００７３】
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【表１－１】
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【表１－２】

【産業上の利用可能性】
【００７４】
　本発明に係る極薄ステンレス箔は、小型電子機器用のリチウムイオン電池などの電池ケ
ースなどに適用することができる。
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